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中期経営計画（平成１６年３月期から平成１８年３月期）について

　当社は、最近の市場動向等に対応した中期経営計画を策定いたしましたので、お知ら

せいたします。

１． 平成１４年４月には「後発品を含む処方、調剤、情報提供」に対する診療報酬上のイ

ンセンティブ導入、また、６月には国立病院・療養所に対する厚生労働省からの後発

品採用検討通知などのジェネリック医薬品使用促進策が実施され、行政の方向性が明

確に打ち出されつつあります。さらに、平成１４年１０月には高齢者医療費自己負担

の完全定率制導入、平成１５年４月には被用者保険本人の自己負担率引上げ（２割負

担→３割負担）が実施され、国民の医療費に対する負担感は増大しています。こうし

た市場環境の変化により、ジェネリック医薬品に対する期待が高まり、今後さらに需

要が高まると推察されます。

２． こうした市場の変化により、ジェネリック医薬品市場の拡大が見込まれますが、その

反面、求められるジェネリック医薬品メーカーの条件が明確になりつつあり、特に情

報提供については迅速かつ精緻、高いレベルを要求され、MR の定期訪問にも高い要

望があります。また、製品の流通には注文した製品がすぐに入手でき安定的な供給が

できることに加え、メーカーの知名度や信頼性も求められており、今後はこうした条

件を満たすジェネリック医薬品メーカーの選別が進むことが予想されます。当社は選

ばれるジェネリック医薬品メーカーを志向し、対応に十分な体制整備を進め、新規取

引先の獲得と既存取引先での採用品目拡大の営業活動を推進していきます。

　さらに、平成１５年から平成１７年にかけ市場規模の大きい先発医薬品の特許が満

了いたします。これらの大型製品を、ジェネリック医薬品一番手で開発し、発売する

ことを計画いたしております。



３． これらの要因により、売上高の拡大が見込まれますので、医薬情報部員の増員と各営

業拠点への適切な人員配置、MRの増員ならびにコントラクト MRの活用による営業

力強化により、情報提供とジェネリック医薬品の普及啓発活動を積極的に展開してま

いります。

４． 主要経営指標

（単位：億円）

１６年３月期

計画

１７年３月期

計画

１８年３月期

計画

売上高 ２３９ ２５６ ３１０

営業利益 ３８ ４１ ５５

経常利益 ３６ ３９ ５２

経常利益率 １５．１％ １５．２％ １６．８％

（１）3ヵ年の研究開発費予定　　　６５億円

（２）3ヵ年の広告宣伝費予定　　　１６億円

以　上

上記の計画は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び平成１６年４月に
予定される薬価改正等は発表日現在における仮定を前提としております。
実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。


